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動産・債権譲渡に係る公示制度の整備に関する要綱

（平成一六年九月八日法制審議会総会決定）

第一　動産譲渡に係る登記制度の創設

　一　登記の対象

　法人が譲渡人である動産譲渡を登記の対象とするものとし、登記の対象となる動産譲渡に係る動産は個別動産であるか集合動産であるかを問わないものとする。

　二　登記の効力

　法人が譲渡人である動産譲渡は、民法第百七十八条の特例として、登記をもって第三者に対抗することができるものとする。
　三　動産譲渡登記の存続期間

　動産譲渡登記の存続期間は、十年を超えることができないものとする。ただし、十年を超えて存続期間を定めるべき特別の事由がある場合は、この限りでないものとする。

　四　登記事項の開示

　１　登記事項の開示の対象者

登記事項の概要は何人に対しても開示するものとし、すべての登記事項は当該動産譲渡の当事者、当該動産譲渡に利害関係を有する者又は譲渡人の使用人に対してのみ開示するものとする。

　２　動産譲渡登記事項概要ファイルの創設

　動産譲渡登記がされるごとに登記事項の概要を譲渡人の法人登記簿に記録する制度（債権譲渡の対抗要件に関する民法の特例等に関する法律（以下「債権譲渡特例法」という。）第九条参照）を設けることとはせず、譲渡人の本店又は主たる事務所の所在地の登記所に譲渡人ごとに編成する動産譲渡登記事項概要ファイル（仮称）を備えることとし、何人も当該ファイルに記録されている事項を証明した書面の交付を請求することができる制度を設けるものとする。

　なお、助産譲渡登記事項概要ファイル（仮称）には、次のような方法で登記事項の概要を記録するものとする。

　（一）　動産譲渡登記をした登記官は、譲渡人の本店又は主たる事務所の所在地の登記所に対し、当該登記に係る登記事項の概要（注一）を通知しなければならないものとする。

（二）（一）の通知を受けた登記所の登記官は、動産譲渡登記事項概要ファイル（仮称）に当該登記に係る登記事項の概要を記録するものとする。（注二）

　（注一）　動産譲渡登記に係る登記事項の概要とは、債権譲渡登記の場合と同様に、登記をした旨、譲受人の表示、登記番号及び登記年月日とするものとする（債権譲渡特例法第九条第二項、債権譲渡登記規則第十六条第一項参照）。

　（注二）　法務省令において、譲渡人について商号変更の登記等があった場合には、動産譲渡登記事項概要ファイル（仮称）にその変更内容が反映されることとなる旨の規定を設けるものとする。

　五　代理人の占有下にある動産の譲渡

　代理人によって占有されている動産について、動産譲渡登記上の譲受人が代理人に対して当該動産の引渡しを請求した場合には、代理人は、遅滞なく、本人に対して、当該請求について異議がある場合には相当の期間内にこれを述べるべき旨を催告し、その期間内に本人が異議を述べなかったときは、その譲受人に当該動産を引き渡しても、本人に対する損害賠償の責めを負わないものとする。

　六　その他

　その他所要の規定を整備するものとする。

第二　債権譲渡に係る登記制度の見直し

　一　債務者不特定の将来債権譲渡の公示

　債権譲渡特例法による債権譲渡登記制度を見直し、債務者が特定していない将来債権の譲渡について、債権譲渡登記によって第三者に対する対抗要件を具備することができるようにするものとする。

　二　譲渡に係る債権の総額

　将来債権を譲渡する場合（既発生の債権と併せて譲渡する場合を含む。）には、譲渡に係る債権の総額を登記事項としないものとする。なお、既発生の債権のみを譲渡する場合には、現行法の規定のとおり、譲渡に係る債権の総額を必要的登記事項とするものとする（債権譲渡特例法第五条第一項第五号参照）。

　三　債務者不特定の将来債権の譲渡に係る債権譲渡登記の存続期間

　債務者不特定の将来債権を譲渡する場合（債務者の特定している債権と併せて譲渡する場合を含む。）には、債権譲渡登記の存続期間は、十年を超えることができないものとする。ただし、十年を超えて存続期間を定めるべき特別の事由がある場合は、この限りでないものとする。

　四　登記事項証明書の交付請求権者

　すべての登記事項を証明する登記事項証明書の交付請求権者に、譲渡人の使用人を加えるものとする（債権譲渡特例法第八条第二項参照）。

　五　債権譲渡登記事項概要ファイルの創設

　債権譲渡登記がされるごとに登記事項の概要を譲渡人の法人登記簿に記録する制度（債権譲渡特例法第九条）を廃止し、譲渡人の本店又は主たる事務所の所在地の登記所に譲渡人ごとに編成する債権譲渡登記事項概要ファイル（仮称）を備えることとし、何人も当該ファイルに記録されている事項を証明した書面の交付を請求することができる制度を設けるものとする。

　なお、債権譲渡登記事項概要ファイル（仮称）には、次のような方法で登記事項の概要を記録するものとする。

　１　債権譲渡登記をした登記官は、譲渡人の本店又は主たる事務所の所在地の登記所に対し、当該登記に係る登記事項の概要を通知しなければならないものとする。

　２　１の通知を受けた登記所の登記官は、債権譲渡登記事項概要ファイル（仮称）に当該登記に係る登記事項の概要を記録するものとする。

（注）

　（注）　法務省令において、譲渡人について商号変更の登記等があった場合には、債権譲渡登記事項概要ファイル（仮称）にその変更内容が反映されることとなる旨の規定を設けるものとする。

　六　その他

　その他所要の規定を整備するものとする。

〔書式１〕

〔書式２〕


（注）　診療報酬は1ヵ月単位で支払われるから債権の範囲特定のために表示する暦月は必ず月初日から月末日とする。
　　　　特定債務を担保する場合は、担保差入証書前文を「昭和○○年○○月○○日付金銭消費賃貸借契約証書に基づく債務の担保として、同契約書に記載の各条項ほか」のように適宜修正する。
　　　　医家番号の記載は必須ではないが、債権特定の一助となり、かつ基金等の事務処理にも便利であるからなるべく記入する。なお、医師によっては、診療所を複数開いている等の理由により、医家番号を複数有している者があるから、記入に当たってはこの点も注意する。

　　　　通知は確定日付ある証書によらなければ債務者以外の第三者に対抗できないから、郵便により通知する場合は、内容証明郵便にし、配達証明をとる。

　　　　第4条はいわゆる精神規定であって法律上の効果はない。また実際の医師取引においてこのような文言に異を唱える医師も少なくないであろうから、そのような場合には削除しても構わない。

〔書式〕代理受領


（注1） 代表受領対象債権の支払い方法が手形・小切手の場合は、この箇所に、「（当該債権が手形・小切手で支払われるときは、その取立権限も含めて）」の文言を追加する
（注2） 代理受領対象債権の支払方法が振込形式の場合は、この箇所に、「なお、お振込のさいは、株式会社　　銀行○○支店支店長宛直接お振込くださいますようお願いします」の文言を追加する。
· なお、確定日付を徹しても第三者には対抗できない。ただし、確定日付を徹しておけば承諾がその日までになされたということの証拠にはなる。

振込指定

〔書式1〕


（注）確定日付は、振込指定に第三者対抗力を与えるものではないが、振込指定の合意があらかじめなされていたことの証拠にはなりうる。
〔書式２〕


診療報酬債権担保差入証書





昭和　年　月　日


株式会社　　　　銀行　殿


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　債　務　者


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担保設定者　　　　　　　　㊞





　債務者は、債務者が別に差し入れた銀行取引約定書第１条に規定する取引によって貴行に対して現在および将来負担するいっさいの債務（以下原債務という）の根担保として、前期銀行取引約定書の各条項のほか、下記の各条項を承認のうえ、債務者が現在有し、また将来有すべき下記に表示した診療報酬債権（下記担保債権という）を貴行に譲渡しました。





譲渡の目的たる債権の表示





　債務者（医家番号○○○番）の社会保険診療報酬支払基金（または国民健康保険団体連合会）に対して有する昭和○○年○○月○○日から昭和○○年○○月○○日までのいっさいの診療報酬債権


貴行は上記診療報酬債権が発生し、これが支払を受けられたときは、その全額を債務の期限前でも貴行任意の時期・方法により原債務の弁済に充当することができます。


前条によって原債務の弁済に充当し、なお残債務がある場合には債務者はただちに弁済します。


債務者は、本契約によって譲渡の目的となった債権については、無効、取消その他の瑕疵または相殺の原因などのないことを保障いたします。


債務者は、本契約によって譲渡の目的となった債権を保全するために誠実に診療業務を継続し、また毎月の診療報酬の請求を滞りなく行ない貴行の担保権に損害を生じさせないことを確約します。





印紙





債権譲渡通知書


昭和　年　月　日


社会保険診療報酬支払基金　殿


（または国民健康保険団体連合会）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　譲渡人


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　㊞





　私、（医家番号○○○番）は昭和○○年○○月○○日、私の貴基金に対して現在有しまたは将来有すべき下記表示の診療報酬債権を株式会社　　　銀行に譲渡しましたからご通知いたします。なお譲渡した債権につきましては、㈱　　　　　銀行宛　同行○○支店へ振り込んでください。


譲渡した診療報酬債権の表示


昭和○○年○○月○○日から昭和○○年○○月○○日までのいっさいの診療報酬債権





委任状


昭和　年　月　日


○○○○株式会社御中


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　委任者（住所）


○○○○株式会社


代表取締役　○○○○　㊞


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受任者（住所）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社　　　　銀行


○○支店


支店長　○○○○　㊞





　○○○○株式会社（以下委任者という）は、株式会社　　　銀行○○支店支店長（以下委任者という）を代理人と定め、次の件を委任します。


委任者が○○○○に対して有する後記記載の債権について、その請求、弁済の受領（注1）に関する一切の件


複代理人の件


　なお、本件委任は委任者が受任者に対し現在負担し将来負担することがあるべき債務を担保するためであるので、あわせて次の事項を特約しています。


委任者は受任者の同意なしに、本件委任を解除しないこと。


弁済の受領は受任者だけが行ない、委任者は受領しないこと。


本件委任の事項を受任者以外の者に重ねて委任しないこと。


　上記委任をご承認のうえ、代金の支払は受任者に対してのみお支払いくださいますよう、連署をもってお願いします。（注２）





　上記の件、異議なく承諾します。


　　昭和　年　月　日


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（住所）


○○○○株式会社


代表取締役　○○○○　　㊞





依頼書





　　　　　　殿


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　㊞


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　株式会社　　銀行　　支店


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支店長　　　　　　　㊞





私が貴社から受領すべき給料（賞与その他を含む）は、　　年　月　日以降はすべて株式会社　　銀行　　支店における私名義の　　預金口座（口座番号　　　）にお振込くださるようお願いします。


なお、同行との特約により、上記振込金は私の同行に対する借入金の返済に充当されること、また、この振込依頼は同行と私双方合意のうえでなければ解除し、または変更できないことになっておりますので、上記以外の方法ではご支給なきようにお取り計らいください。





上記の件、承諾しました。


　年　月　日





　　　確定　　　　　　　　　　住所


　　　日付　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞





念書





株式会社　　　銀行　殿


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日





　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（債務者）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　㊞





私は、貴行に対し、　年　月　日付金殿消費貸借契約書に基づく債務の弁済を確保するため、私が　　　から受領すべき給料（賞与その他を含む。以下同じ）に関し、以下条項を承諾します。





記


１．私が　　　から受領すべき給料は、すべて貴行　　支店における私名義の　　預金口座（口座番号　　　）に振り込ませて受領します。


２．前項の振込があったときは、私の貴行に対する債務の期限のいかんにかかわらず、上記預金口座より払戻しのうえ、私が貴行に対して負担する債務の弁済に適宜充当されても異議はありません。なお、この取扱いについては、普通預金規定（または当座勘定規定）にかかわらず、普通預金通帳および同払戻請求書（または小切手の振り出し）の提出を省略するものとします。


３．私が貴行に対し債務を負担している限り、支給者から第１項以外の方法で給料を受領しないことを確約します。


以上





印紙





印紙








